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事業の区分 Ⅰ－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【NO.2】 

有病者口腔健康管理地域連携事業 
 

【総事業費】 

1,385千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床の整

備、救急医療や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床機能等の

分化及び連携等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

地域の歯科医院と連携してがん患者の口腔ケアを行う医療機関の増加 

１０箇所（令和4年度）→１１箇所（令和5年度） 

事業の内容（当初計画） がん患者等の有病者の口腔衛生状態の向上により、合併症の予防・軽減

を図るとともに、退院後も継続的に歯科医療が受けられるように、医科・

歯科・介護等の連携体制を構築する。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

地域連携を図るための有病者診療協力病院との調整会議を５回実施す

る。 

有病者診療医科歯科介護等連携講習会を実施する。 

アウトプット指標（達成値） ・調整会議（委員会含む）９回                     

・講習会 ２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・口腔ケアを行う医療機関数 １３箇所（令和6年度） 

（１）事業の有効性 

医科・歯科・介護等連携を推進することで、がん患者をはじめとする有

病者の口腔トラブルの予防と軽減に努め、治療成績の向上や有病者の入

院日数の削減を図ることができる。 

（２）事業の効率性 

有病者口腔健康管理地域連携事業を推進するための委員会を設置し、委

員会等を開催することにより、関係機関の連携を図ることができ、医師・

看護師等関係者の資質向上につながり効率的であった。 

その他 R1基金執行額：1,385千円 

 

 

 

 



3 

 

事業の区分 Ⅰ－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【NO. 3】 

救急基幹センター体制整備事業 

【総事業費】 

22,789千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和７年３月３１日 ☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニーズ 地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床の整

備、救急医療や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床機能等の

分化及び連携等を進める必要がある。 

アウトカム指標：  

地域包括ケア病棟の病床数（人口10万対） 

28.9床（令和元年度）→ 41.4床以上（令和5年度） 

心肺停止状態で見つかった者の1か月後の生存率 

14.9％（平成29 年）→17.7％（令和元年）→20％（令和8年） 

事業の内容（当初計画） 地域医療構想で示した高度急性期及び急性期の医療提供体制を整備する

ため、初期・二次救急医療機関の支援及び三次救急医療機関の補完的役

割を果たすことを目的とする救急基幹センターの施設整備、設備整備等

（地域医療構想の達成に向けた医療機関の事業縮小の際に要する費用を

含む。）に対する助成を行う。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

補助実施施設数21施設（令和2年度～令和8年度） 

アウトプット指標（達成値） 補助実施施設数15施設（令和元年度～令和5年度） 

【今後評価】 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケア病棟の病床数（人口10万対）35.4床（令和6年4月） 

【未達成の原因等】 

地域包括ケア病棟の病床数については、目標に達しなかったものの、回
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復期リハビリテーション病棟など、地域包括ケア病棟以外の回復期病床

の整備が進み、機能分化が一定程度図られた。 

心肺停止状態で見つかった者の1か月後の生存率については、新型コロ

ナウイルス感染症の影響が続いたことによる、市民への心肺蘇生法の普

及啓発活動の規模が縮小されたことだと推測されます。 

（１）事業の有効性 

急性期を担う救急基幹病院に運営費を補助することで、機能分化が図ら

れ、地域医療構想の達成に向け、効果的であると考える。 

（２）事業の効率性 

急性期を担う救急基幹病院に運営費を補助することで、病院の役割分担

が図られた。 

その他 R1基金執行額：22,789千円 

 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22】 

歯科衛生士復職支援等研修事業 
 

【総事業費】 

3,000千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 令和 2 年度の人口 10 万人当たりの就業歯科衛生士数は、全国平均が

113.2人に対して本県は93.8人であり、全国平均を下回っている。就業

歯科衛生士数の増加を図ることにより、高齢化の進展に伴い利用の増加

が見込まれる在宅歯科診療や口腔ケアの推進を担う人材を確保すること

が必要である。 

アウトカム指標： 就業歯科衛生士数（人口10万人対）の増加 

93.8人（令和2年度）→98.3人(令和4年度) 

事業の内容（当初計画） 未就業の歯科衛生士に対して復職を支援し、かつ、在宅歯科診療の知識

と技術を習得するための研修会を開催することで、在宅歯科医療を推進

する専門人材の育成を図る。また、県内に就労している歯科衛生士に対

して、継続的に研修を受けることができる場を提供し、歯科衛生士の資

質向上を図る。 
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アウトプット指標（当初の目

標値） 

復職支援研修会参加者数                

92人（令和4年度）→ 101人（令和5年度） 

アウトプット指標（達成値） 復職支援研修会参加者数 88人 

【未達成の原因等】 

技術の習得および再確認に重点をおき、対面式での講義及び実習を開催

したため、参加者数が減少した。より多くの参加者が募れるように開催

方法について検討していきたい。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：94.7人（令和4年度） 

【未達成の原因等】 

未就業及び就業中の歯科衛生士に対し、最新の知識と技術を習得するた

めの研修を実施することにより、県内就業の促進に努めていきたい。 

（１）事業の有効性 

千葉県歯科医師会及び千葉県歯科衛生士会と連携し、未就職及び就労し

ている歯科衛生士に対し知識技術等を修得するための研修会等を行うこ

とで、人材の確保が見込まれる。 

（２）事業の効率性 

研修を行ううえで開催地や開催時間を検討することで、開催地域に在住

する歯科衛生士の掘り起こしをすることができ、効率的な復職支援及び

離職防止の研修事業を行えた。 

その他 R1基金執行額：3,000千円 

 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.31】 

医療勤務環境改善支援センター事業 
 

【総事業費】 

189千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 医療機関の現場では、医療従事者のワークライフバランスの維持確保や

医療安全に係る課題があり、勤務環境を改善するための支援や助言が求

められている。 

アウトカム指標： 

客観的な労働時間管理方法により医師の労働時間を把握している病院数 

235病院（令和５年３月時点）→290病院（令和５年度） 
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事業の内容（当初計画） 各医療機関が行う勤務環境改善に向けた取組を促進するため、専門のア

ドバイザーを配置するとともに、研修を開催する等により、医療機関を

総合的にサポートする。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

専門アドバイザーによる支援件数 

160件（令和５年度） 

アウトプット指標（達成値） 専門アドバイザーによる支援件数 

1,348件（令和５年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

客観的な労働時間管理方法により医師の労働時間を把握している病院数 

251病院（令和６年３月時点） 

【未達成の原因等】 

客観的な労働時間管理方法により医師の労働時間を把握している病院数

は増加しており、医療勤務環境改善支援センターによる支援が一定の成

果に繋がったと思料されるが、調査未回答の医療機関もあり、目標は達

成できなかった。 

引き続き、各医療機関の状況把握に努めるとともに、勤務医の時間外・

休日労働時間の上限規制の適用が開始されたことも踏まえ、更なる労働

時間の短縮を図るため、医療勤務環境改善支援センターによる支援を継

続していく。 

（１）事業の有効性 

各施設の取り組みに対して、訪問・電話相談を組み合わせて状況に応じ

た支援を実施することにより、医療従事者の勤務環境改善を図り、看護

師の離職率の低下に効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

専門アドバイザーの戸別訪問等を通じて、各医療機関が行う計画的・効

率的な勤務環境改善に向けた取り組みを支援している。 

その他 R1基金執行額：189千円 
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事業の区分 Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.68】 

千葉県留学生受入プログラム等によるマッチング支

援事業 
 

【総事業費】 

20,016千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢化の進展などにより、介護職員の確保が重要な課題となっている。

平成２９年９月から在留資格「介護」が創設されたが、外国人介護職員

の受入は進んでいない。 

アウトカム指標：介護職員数 

89,466人（令和３年度）→97,325人（令和５年度） 

事業の内容（当初計画） 日本で介護福祉士として就労することを希望する外国人学生と、外国人

介護職員の受入を希望する介護施設をマッチングし、外国人介護福祉士

の受入を進める。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

マッチング成立数 70人 

アウトプット指標（達成値） マッチング成立数 64人 

【未達成の原因等】 

現地学生及び県内受入施設への周知が不十分であったことが要因と考え

られる。より効果的な周知方法について検討を行い、事業周知を図って

いく。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 今後評価 

（１）事業の有効性 

５年度に介護福祉士養成施設２年だった留学生４６名が令和６年４月に

介護福祉士として介護施設に就職した。 
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これまでの就職者数は合計７８名となった。 

（２）事業の効率性 

留学生（候補者）と介護施設の意向に沿ったマッチングを行い、意欲の

高い留学生が来日し、介護福祉士として介護施設に就労することにより、

人材の確保・定着が図れる。 

その他 R1基金執行額：20,016千円 

 

事業の区分 Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.70（介護分）】 

介護現場における働き方改革促進事業 
 

【総事業費】 

9,898千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 生産年齢人口の減少に伴い、労働力の確保が今後一層困難になることが

見込まれる中、限られた人材で、必要とされる介護サービスを安定的に

提供していくために、介護職員の継続的な就労を促進するとともに、人

的資源の最適化を図ることが必要となる。 

 

アウトカム指標：介護職員の離職率 

14.3％（令和３年度）→12.0%（令和５年度）  

事業の内容（当初計画） 介護施設にコンサルタントを派遣し、専門性の高い業務とその他の業務

に切り分けて役割分担を明確化し、周辺業務を担う介護助手を導入する

など、介護現場の生産性向上に資する業務改善等をモデル事業として実

施する。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

実施施設数 2施設 
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アウトプット指標（達成値） 実施施設数 2施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 14.2％（令和５年度） 

（１）事業の有効性 

介護助手の導入など業務改善の取組を県内の介護施設等に普及・推進

することにより、介護職員の負担軽減等を図り、人材の定着が図られた。 

（２）事業の効率性 

介護助手の募集に当たっては、他事業と連携して人材の確保を図った。 

その他 R1基金執行額：9,700千円 

 

事業の区分 Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.87】 

外国人受入施設等の中堅管理者向け労務研修事業 

【総事業費】 

326千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 千葉県社会福祉協議会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 外国人介護職員が勤務する職場等において、施設職員の外国人介護職員

に対する理解不足によるトラブル・離職が懸念される。 

アウトカム指標：介護職員の離職率 

14.3％（令和３年度）→12.0％（令和５年度）  

事業の内容（当初計画） 外国人介護職員が勤務する介護施設等での理解不足によるトラブル・離

職を防ぐため、基本知識の習得、施設内の相談窓口の設置、発生した際

の対応などの中堅管理者向けの研修を実施することにより、労働環境の

改善を図ることとする。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

受講者数 20人 
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アウトプット指標（達成値） 受講者数 58人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 

介護職員の離職率 14.2％（令和５年度） 

（１）事業の有効性 

介護施設等の中堅管理者を対象に労務研修を実施したことにより、職員

の継続的な就労が図られた。 

（２）事業の効率性 

外国人介護職員に対する理解不足から生じる誤解、トラブル、離職を防

止するため、施設内での相談体制の設け方やトラブル発生時の対応など

について研修を実施した。 

その他 R1基金執行額：326千円 

 


